
第2章 林分生長因子のモデル化

§２－１ まえがき

林業において，一般的に立木の幹部が収穫の対象とされている。したがって，森林経理学や測樹学においても主

に立木の幹部が研究対象となっている。本研究でも同様に，モデル化の直接の対象を立木の幹部の生長に置くもの

である。

立木の幹部の生長は.，2つの生長部分によってもたらされる。その1つは，直径あるいは断面枇の生長によって表

わされる肥大生長と，いま1つは，樹高の生長による上長生長である。肥大生長と上長生長の生理的機構は別であ

り，周囲の環境に対する反応も異なる(KOZLOWSKI40)1962）。したがって，モデルの構成に当っては，それぞれ異なっ

た観点に立って取り扱い，後で有機的に両者を結合して生長モデルを構成するという手順で進めることがより原理

的である。本章ではこのような立場から，直径生長と樹高生長の2つの林分生長因子について，それぞれ別な理論

的根拠を求めそのモデル化の研究を進めた。

§２－２ 疎開木の樹高対面径，樹冠の相対生長蘭係

（1）疎開木の選定と相対生長関係

前章で定義した疎開木から構成されている林分を想定して，これを疎開林分と呼ぶ。この林分の立木は,常に十分

な生育空間を有していて，隣接木の影響を受けることなく，もっぱら樹種に固有な生長法則にしたがって生長を遂

げるものと考えることができる。その結果，立木の各生長部分(樹高，直径，樹冠幅，樹冠長など)の相互間に一

定の関係が保持されているものと推定される。一方，生育空間の制限を受けている閉鎖林分の立木は，生長部分に

よっては自由な生長を遂げられず，その結果立木の生長部分相互間の関係も，閉鎖の度合いすなわち立木密度の

疎，密によって変ってくることになる。

立木の生長部分のうち樹高生長は，立木密度の影響を受けることが少なく，とくに林分の上層高または優勢木に

ついては，ほとんどその影響を受けないことが定説となっている(SPURR88)1952，嶺51）1955，佐藤ら79）1955，

BRAATHE9）1957，坂口80）1961，西沢ら66）1966，SJOLTE87）1967，安藤3）1968)。この樹高生長の特性を利用して，他の

生長部分を樹高の函数として表わし，疎開林分の立木(疎開木)の同じ関係と比較することによって，その生長部

分に作用する立木密度の影響を定量的に測ることができるであろう。

疎開木についての上述の仮説を実証するには，まず疎開林分の立木の測定が必要である。しかし，実際に疎開状

態にある林分はえられないので，単木を単位に次の基準によって疎開木を選定し測定の対象とした。

1）十分な生育空間を有していて，隣接の立木と樹冠を交差することなく，太陽光を十分に受けて生育してい

  る立木

2）幹の下部まで生枝が着生し，樹冠が正常な形を呈している立木

3）瓜衝や冠雪などによる梢端部の損傷，その他の被害の跡が認められない立木

北海度の内陸部の上川，十勝地方の各地のカラマツ人工林から上の選定基準によって，幅広い樹高階にわたる26

本の疎開木を選び，樹高.胸高直径，力枝高，および樹冠幅を測定し，表－2.1の結果をえた。

樹高を幹の上長方向の生長部分とみなし，また他の生長部分として，例えば幹の直径を取れば，直径は幹の水平

方向の生長部分とみなすことができる。この結果，樹高と直径の関係は，立木の 2 つの生長部分間の相対生長

(allometry，relative growth)の問題に帰着する。



相対生長については.清水85）(1959)によって詳しい論述がなされている。それによれば相対生長は，1930年代に

それまで経験的に認められていた生物体の2つの部分xとyの間に成り立つ函数関係
hxy 

ここで，αは始原生長指数(inltial growth index)，hば相対生長係数(reIative growth coefficient)と呼ばれ

る定数

について.HUXLEY(1932)およびTESISSIER(1934)によって一般化されたものである。

上式はallometry式と呼ばれており,時間の項の含まれていないことが重要な特徴となっている。すなわち，時間を

尺度とする生長速度(dy/dt)は，種により，また同一種でも環境により著しく異なるもので，生物の生育段階を表

わすのに天文学的時間(calendar age)は，それほど重要な意味をもたないというのがその理由である，それよりも生

長系自体の状態を生物学的年齢(biological age)とみなし，その函数として部分の生長関係を表わす方が意味があ

るとしている85）。.最近,このallometry式は森林の現存量の推定に広く利用されるに至っている。

林分の樹高は，上述したように立木密度による影響を受けることが少なく，しかも外部の無機的環境(地位)に

鋭敏に反応する。したがって，樹高を林分または立木の生育段階すなわち生物学的年齢を示す好適な指標とみなす

ことができる。以上のような樹高の意義づけによって，林分または立木の他の生長部分を樹高の函数として表わせ

ば，生育段階にともなうそれぞれの部分の生長法則を与えるものとみなすことができる。



以上の観点から表－２.１の疎開木の測定値を標本値として，以下で順次樹高対各生長部分の相対生長関係に検討を

加える。

（2）樹高対直径の相対生長関係

生物体の部分間にallometry式が成り立つには，次の２つの条件が前提となる（清水85）1959）。ⅰ）生長は本質的

に自己増殖である。ⅱ）自己増殖速度の変化は，すべての部分に同じように影響する。立木についてⅰ）は自明で

ある。ⅱ）は２つの生長部分の大きさをそれぞれｘ，ｙとすると，時間および地位に関する両部分の生長率（specific 

growth rate）の比が一定，すなわち
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ここで，ｔは年齢，SIは地位，hx，hyはそれぞれｘ，ｙの生長率，ｈは相対生長係数

の成立することを要求するものである。

立木の生長部分ｘとｙは，ともに年齢ｔおよび地位SIの媒介変数であり，（2.1），（2.2）式が満たされていれば，





部分のいかんを問わず，ｘとｙの間にallometric関係

hdx
dy

y
x  ……（2.3）

が成り立つ。

生長部分x，yがともにexponentlalな生長にしたがうとき，（2.1）式は無条件に成り立つ。般に植物の生長は，与

えられた環境のもとで上限値(asymptote)をもつ。このような場合に（2.1）式の関係が，無条件にx，yとの間に成

り立つとは限らない。この関係は，同一地位上の立木を選び時間に対する両部分の生長量を測定することによって確

かめることができる。この条件に適合する貸料は，立木を樹幹解析することによって求められる。そこで，表－2.1

の疎開木のうちから，もっとも生育段階の進んでいるNo.25，No.26の2本の立木を選んで樹幹解析を行った(表－2.2)。

上の樹幹解析によって測定された同一年齢の樹高対胸高直

径(皮内)の値を，両対数グラフ上にプロットし図－2.1に示

した。この図で認められるように，両疎開木ともその測定

点は明らかに直線上にプロットされた。この結果から，樹

高生長と直径生長との間に(2.1)式の成立することが帰納さ

れる。なお，この場合の樹高には,胸高直径に対応させるた

めに，胸高(1.3mの地上高)から幹の梢端までの樹高(総樹高

－1.3m)を用いた。以下この樹高を便宜上単に胸高樹高と

呼び，記号HBをもって示すことにした。次に，樹高と胸

高直径の両部分についてそれぞれの生長経過(絶対生長)と

(2.1)式の成立条件との関連について若干の検討を試みる。

カラマツは初期ほど旺盛な生長を遂げる早生型の樹種で，

直径樹高ともに凸な生長曲線をえがく(河田ら 25)1949，嶺

51）1955，松井48）1957，西沢ら65）1965，柿原24）1967，

小林33）1974，小林ら32）1974)。両疎開木も同様な生長曲

線を呈し，1階の定差図(図－2.2，図－2.3)は樹高,直径とも

に直線となる。この結果から両部分の生長はともに

MIT-SCHERLICH 式にしたがうことが明らかである(権

ら15)1973)。この場合，(2.1)式は
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ここで DO は疎開木の胸高直径(cm)，HB は同じ

く胸高樹高(m)， ＊
ｏD および ＊

BH はそれぞれの上限値，

D および H はそれぞれの生長係数，ｔ’は



胸高に達するまでに要した年齢を引いた年齢で以下単に胸高年齢と呼ぶ（年）

となる。（2.4）式から微分方程式
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   ここで，λ＝λD／λH

  が導かれる。（2.5）式を解いて
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  がえられる。初期条件
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  となる。

   （2.6）式は，樹高生長，直径生長

  ともに MITSCHERLICH 式にしたがう

  場合の樹高対直径の相対生長関係を

  与えるものである。この場合，明ら

  かに両部分の間に無条件に a l l o -

  metry 式は成り立たず，λ＝１，すな

  わち，λD＝λHのときのみ
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  となる。この（2.7）式は，相対生長

  係数ｈ＝１の特殊な a l l o m e t r y 式

  （isometry）である。

   ２本の樹幹解析木の樹高および直

  径生長曲線にMITSCHERLICH 式
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を，最小自乗法注）によって当てはめ

た結果，それぞれ表－２.３に掲げた

注） 本報告における最小自乗法は，ｘ、ｙ軸の誤差を考慮して，重みづけする方法（Deming11）1968）によった。



パラメターの推定値がえられた。

No.25，No.26 の両疎開木とも胸高樹高と胸

高直径の生長係数がほぼ等しく，両者の間に

（2.7）式の関係の成立することが明らかである。

この結果から，両部分の関係は a l l o -

metry式
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  ここで，D O ( t ’ )は胸高年齢 t ’ ( =

  t－τ) における皮内の胸高直径，

  HB(t’)は同じく胸高樹高

によって表わされる。以上の結果から，カラマツ

の疎開木について，樹高と直径の生長係数が等し

く，両部分の間には年齢を問わず常に比例関係が

保たれているということができる。

次に，（2.2）式の成立の可否についてみよう。

この場合には，地位を異にする（年齢対樹高の関

係の異なる）疎開木の樹高直径の関係を調べ，樹

幹解析木で認められた時間を因子とした場合の関

係と比較することによって帰納できる。表－2.1の

疎開木の年齢対樹高の関係を示すと図－2.4 のと

おりである。この図から明らかなように，調査さ

れた疎開木には，若干の範囲ではあるが地位



の差が認められる。そこで，これらの疎開木の樹高対直径の測定値を図－2・5にプロットして示した。

図－２.５から明らかなように，樹幹解析木の場合と同様に,測定点は直線上に並び，また地位による一定傾向の分

離も認められない。この測点列に対して，直線式を最小自乗法によって当てはめた結果，(2・9)式とほぼ一致する

DO＝2.032HB                ……（2.10）

がえられた。

以上の検討を通じて，疎開環境で生育するカラマツ立木の幹について，胸高樹高と胸高直径との間に地位，時間

の両因子に対して，ともにそれぞれの生長率の比を1とする
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の関係の成立することを認めることができた。(2.11)式の積分型は，相対生長係数を1とするallometry式であり，

その始原生長指数は，年齢，地位

を異にする 2 6 本の疎開木の測定

値から求められた( 2 . 1 0 ) 式の値

2.032をとることができる。

（3）樹高対樹冠の相対生長関係

隣接木と接することなく，十分

に陽光を受けて生育してきた疎開

木の樹冠部は，立木の生育段階に

応じて，種に固有な法則にした

がって発達してきていることが予

想される。MITCHELL52）(1969)は，



White spruceの疎開木について枝長と，その枝の基部から上の樹高との関係が相対生長係数0.75のallometry式

で表わされることを示している。ここでもカラマツ疎開木について同様な関係に分析を加える。

図－２.６に示したように，樹冠の最大幅を樹冠部の水平方向の生長部分と考えて樹冠幅(WO)と呼ぶことにした。

また，樹冠部の垂直方向への生長部分として，力枝の基部より梢端までの長さをとりこれを樹冠長(LO)とした。

No.25，No.26の両疎開木の力枝(樹冠幅を構成している主枝)を10cm間隔に切断し各断面の年輪を数えて枝の年齢

ｔ”（幹の中心を0年とする)ごとの枝長を測定した。さらに，これらの測定値を若枝角度によって補正して水平長

を算出した。これらの値を2倍して各年齢における樹冠幅とした。また，各年齢の樹冠長を、樹幹解析によって測

定した総樹高から力枝高を差し引いて求めた。

以上の手順によってえられた疎開木の樹冠幅を年齢

に対してプロットし図－２.７に示した。樹冠幅も樹高

および胸高直径と同様に，1 階の定差図は直線となる。

よってMITSCHERUCH式を当てはめ，それぞれ
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   ここで，WO(ｔ”)は年ｔ”における疎開木の樹冠

  幅(m)

がえられた。

一方，樹冠の上長方向の生長部分である樹冠長の生

長曲線は，樹高の生長曲線式(２.８)式から,それぞれ

次式が求められる。
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  ここで，LO(ｔ“)はｔ”における疎開木の樹冠長(m)

(２.12),(２.13)式から明らかなように疎開木の樹冠の生長係数は，水平方向と垂直方向で異なり，その比はそれ

ぞれ
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  ここで，λwは樹冠幅の生長係数，λLは同様に樹冠長の生長係数

で，ほぼ1.8前後の値となっている。この場合の両部分間の生長卒の比は
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となり1時間に対してほぼ指数曲線的に減少していく。したがって，樹冠長と樹冠幅の間にa11ometry式は成り立たず，

(２.６)式の場合となる。すなわち

  OOOO LLWW －－               ……（２.16）

となる。両疎開木については，それぞれ
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の関係式となる（図－２.８）。

(２.17)式で，両疎開木のパラメターλおよびαがそれぞれ近い値を示すことから，地位に対しても(２.15)式と

同様な関係にあり，この結果，樹冠長と樹冠幅との相対生長関係として
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の成立が推測されるところであ

る。この関係が成り立っていれば，

(２.16)式から
   OO LW

……（２.19）

となり,樹冠幅の上限値は，樹冠

長の上限値の函数となる。このこ

とは，樹冠幅が樹冠長によって一

意的に定まらず，両者の相対生長

関係は，樹冠長の上限値すなわち

樹高の上限値，いいかえれば地位

によって異なることを示すもので

ある。

No.25，No.26 の疎開木も含め

て 26 本の疎開木の樹冠長対樹冠幅の測定値(表－２.

１)を両対数グラフ上にプロットし図－２.９に示し

た。測定値の点列は，ほとんど直線上に並び，また,

地位による違いも認められず一見allometry 式が適合

しているように思われる。この原因として，地位にか

かわらず樹冠長の上限値が一定をとる一樹高の上限

値が一定値となる一か，または生長の上限に近い標本

木が少ないためなどが考えられる。いずれにしても，

(２.16)式で与えられる両生長部分の関係を確かめる

には，地位の広い範囲に及ぶ高齢な疎開木の解析を行

う必要がある。ここではそのような資料をとることが

できなかったので，図－２.９の直観にしたがって，樹

冠長対樹冠幅の関係がanometry 式で表わされるもの

とした。すなわち，この場合のallometry 式は，両者の

関係を理論的に表わすものではなく，近似的に成立す

るということを仮定したものである。

図－２.９の測定値に対して最小自乗法によってallo



metry 式を当てはめ
0.8961
OO L790.0W               ……（２.20）

がえられた。（２.20）カラマツ疎開木の樹冠幅醐冠長に対して劣生長(negative growth)の関係にあるこ

とを示している。

次に総樹高と樹冠長の関係について検討を加える。疎開木は十分な太陽光を受けているが，樹冠の発達にともな

う自己被陰のために，生育段階の進むにしたがって下層の枝が次第に枯れ上がる。図－２.10は疎開木26本の総樹高

と力枝高の関係を示したものである。かなりの

変動をともなうが，ほぼ直線的関係が認められ，

これに対して直纏式を当てはめ次の両者の

関係式をえた

H215.0BO     ……（２.21）

  ここで，BO 疎開木の力枝高，H は同じく

総樹高

樹冠長はLO＝H－BO であるから（２.21)式に

より

H785.0LO     ……（２.22）

の関係式が求められる。この結果から，カラマ

ツ疎開木は，常に樹高の約80%に当る樹冠長を

保持して生育しているということがいえる。

(２.20)と(２.22)の両式の関係から総樹高

に対する樹冠幅のallometric関係
0.8961

O 0.636HW 

……（２.23）

が導ける。もちろん，(２.20)式が近似式である

から，上の関係も近似的なものである。

（4）考 察     

単木の生長を基礎とする林分生長モデルの構成に際して，密度効果の下限の基準値として疎開木がしばしば利

用されていることは，§１－３で指摘したところである。KRAJICEKら42）(1961)の研究に代表されるように，多くの

場合に疎開木の胸高直径と樹冠幅の間の直線的関係が利用されてきた。しかし，このような関係は測定値の傾向か

ら直観的に定められたもので，理論的な根拠に乏しく一般的法則として受け入れにくいものである.本研究ではより

一般化のできる法則性を求めるため，疎開木を種固有な内因的生長法則にしたがった個体とみて,当然各生長部分間

に一定の相対生長関係を有するという仮定に立って検討を加えてきた。

取り上げた生長部分はいずれも樹形を定める平面要素である。そのうちの樹高を，その特性から生物学的年齢の

指標とみなし，他の部分を樹高の函数とする相対生長関係について検討した。また，立木および林分の生長部分間

の関係を対数オーダーの直角座標にプロットすると，その変動幅が縮小されて多くの場合直線的に配列し，両者の

本質的な関係を見逃しやすい。こうした誤ちを避けるため，時間と地位の2つの要因からallometric関係の成立条件

の検討を行った。さらに，それぞれの部分の生長法則，すなわち絶対生長(absolutegrowth)と両部分の相対生長

の関連についても分析を試みた。



以上のような検討を通じて，カラマツ疎開木の胸高直径と，その位置に対応する胸高樹高の間には，単純な比例

関係の成立が確かめられた。この結果は，隣接木と競争のない状態で生長してきた立木の直径対樹高の比は一定で

その幹形は円錐形を保つというBRAATHE9）(1957)の指摘と一致するものである。BRAATH9）はその原因として，

十分な生育空間のもとでは生抜が幹の下部まで着生するためであるとしている。また四手井ら83）(1960)はカラマツ

の1個体について，ある高さでの幹の材積生長量は，その高さより上の部分に着生している積算葉量に比例すること

を示している。疎開木は，力枝の位置が低く，樹冠部が胸高を含むか，あるいはその近くに位置するため，直径と

その位置より上の樹高との間に比例関係が成立しているものと考えられる。樹高生長が進むにつれて，樹冠部は次

第に胸高より上方へ離れていく。したがって，この比例関係は成り立たなくなることが予想されたが，今回測定し

た樹高30mの鞄囲内では，この傾向は認められなかった。なお，疎開木の選定基準に適合しない瓜衝地帯の立木につ

いては，当然ここで求めた部分間の相対生長関係を適用することはできないが，疎開木との変位量から逆に2次的

な生長阻害因子の作用を測りだすことができよう。

樹冠形を定めている平面要素である樹冠長と樹冠幅との相対生長関係を求めたが，その結果，樹冠幅の発達は樹

冠長の生長に比較して劣り，いわゆるnegative growthのallometric関係が近似的であるが成り立つことを確認で

きた。また，この関係を導く場合の標本木の構成から，各単木について力枝高より上部の樹冠部の任意の位置につい

て回し相対生長関係が成り立っていることは明らかである。この結果，カラマツ疎開木の樹冠幅は，立木の生育段

階が進むにつれて，次第にその下部ほど生長が劣って半紡錘形を呈するようになる。また，同時に，樹冠の自己被

陰によって樹冠下部の枝が枯れ，樹冠部は次第に樹高の上部へ移行するが，樹高に占める樹冠長部の比率はほぼ一

定(約80%)に保たれる。以上のような各部分間に認められる関係は，カラマツ疎開木か年齢，地位にかかわらず，

それぞれの樹高に応じたほぼ一定の樹形を呈することを示すものである。

また，しばしば利用される疎開木の胸高直径と樹冠幅との関係は，樹高対直径の(2.10)式と樹高対樹冠幅の(２.

23）式から，

  8961.0
OO 3.1D492.0536.0W             ……（２.24）

の関係式で示される。この式から明らかなように，両者の間に直線関係が成り立つには，樹冠幅と樹高が比例関係

になければならない。このことは針葉樹の樹形からは考えられない現象であり，両者の関係を直線で表わすことは，

きわめて粗い近似といわねぱならない。

本節では，最大有効空間における立木の上長生長と肥大生長との関係を，生長部分間の相対生長という面から分

析を加えてきた。§１－３で概念的に提示した最大有効空間を常に保って生長する立木の生長法則を把握したこと

になり，これらの法則性は,以後の林分生長モデル構成の根拠として重要な意義をもつものである。

§２－３ 無間伐林分の樹高対直径の相対生長モデル

（1）無間伐林分の閉鎖モデル

一般に幼齢期の一斉人工林では，各立木とも樹冠が発達していないため十分な生育空間を与えられており，前節

て述べた疎開林分に近い状態にある。このような林分が立木本数を一定に保ったままさらに生長すれば，立木の樹

冠が発達して林分はやがて閉鎖する。閉鎖した林分に入射する太陽光は，林冠を形成している葉層に順次吸収され

て，幾何級数的に減衰することが明らかにされている（依田106）1971)。そのため立木の樹冠下部の枝葉は，陽光不足と

なり枯れ上がる。安藤3）(1968)はスギ，アカマツおよびカラマツの各樹種の林分について，枝下率が林分の収量比

数の増加にともなって上昇するという資料を示している。それによると,3樹種のうちでカラマツ林分の枯れ上がり

度合いがもっとも大きく，カラマツの陽樹的特性がうかがわれる。



林分の閉鎖の進行にともなう林分収穫量の変化の法

則性は，生態学の立場から林分の競争密度効果として

とらえられている(吉良 29)1957)。この過程を単木単位

にみれば，生育空間の制限による立木の着棄量の減少

と，それにともなう幹部の肥大生長量の低下現象とみ

なすことができる。ここでは，このような観点から林

分の閉鎖過程のモデル化を試みた。

まず，図－２.11に掲げたような樹高H，胸高直径Dとも全く同じ大きさの立木が方形に配列している単純な仮想

林分を想定する。この林分のha当りの初期本数密度をiで表わし，この林分が生長してある樹高に達したとき閉鎖す

る－直径生長に閉鎖効果が作用する－ものとする.以下，このときの樹高を oiH で表わしこれを疎開樹高と呼ぶ。閉

鎖後も立木本数が一定に保たれているものとすると，単木当りの林地面積も変ることなく

,/000,10S ii     （㎡）          ……（２.25）

で推移する。上の iS は立木の占有面積であり仮想林分では，すべての立木が等しい占有面積を占めている。

仮想林分の閉鎖開始時 oiHH  における立木の樹冠幅を oiW とすると，占有面積との間に
0.5

H SCW iioi                  ……（２.26）

の関係が成り立つ。(２.26)式で iHC は樹冠のうっ閉状態を示す係数で，ここではこれをうっ閉比と呼ぶことにする。

一般に閉鎖の開始時には 1CH＜i の値をとり，閉鎖の進行にともなって1に近づくものと考えることができる。壮齢

期以後のカラマツ人工林では，かなり密な林分でも樹冠の交差はほとんどみられず，ほぼ 1CH≒i の状態が観察され

る。

仮想林分が上のような前提のもとで生長するものとすると，立木の閉鎖の進行過程は，図－２.12に示したような経

過をたどる。すなわち,本数密度の高い林分ほど早い生育段階で閉鎖を始め， 1CH≒i のうっ閉状態に達し，以後は

ほぼ一定の樹冠幅で推移していく。一方，仮に立木が自由にその位置を移動できるものとして，その生長に応じて

常に十分な生育空間(最大有効空間)を自動的に確保するものとすれば，そのときの樹冠幅は，図－２.12上に示した

ように疎開木と同等なWO（H）となる。WO（H）は，いわばその樹種の生育段階Hにおける固有な潜在樹冠幅と考え

ることができる。一方，閉鎖林分における立木の樹冠幅  HWci は，閉鎖によって

     HWHWHW O cici －Δ            ……（２.27）

だけその潜在樹冠幅が減少させられたものとみなすことができる。減少幅  HWciΔ は，林分の生育段階が進むにし

たがって大きくなり，閉鎖の進行度合いに比例する。さらに生育段階が進み，樹冠幅の減少幅がある値 
ciWΔ に



達すると立木の生長は停止すると考えることができる。そのときの樹高を 
iH で表わし，閉鎖限界樹高と呼ぶことに

する。仮想林分が以上のような閉鎖過程をたどるとすると，立木の受ける閉鎖の度合いを

     
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……（２.28）

ここで，WO（H）は樹高H の疎開木の樹冠幅，  iHWo
は樹高 

iH の疎開木の樹冠幅，  Ｈ　ciW は樹高H の

閉鎖木の樹冠幅 
ciW は閉鎖限界樹高岳'に達した閉鎖本の樹冠幅    iciW＝

で与えることができる。すなわち，  iP は閉鎖に起因する樹冠幅の相対的な減少分を表わし,閉鎖開始時には0,閉

鎖限界時には1となる。ここで，(２.28)式で定義される  iP を占有面積 iS を有する樹高Hの立木の閉鎖度と呼ぶこと

にする。

ここで立木の直径生長が，そのときの閉鎖度によって低下させられるものと考えると
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……（２.29）

ここでDiは占有面積Siをもつ樹高Hの閉鎖木の胸高直径，DOは閉鎖木と等しい樹高Hをもつ疎開木の胸高

直径，  iP は閉鎖木の閉鎖度，1－  iP の項はこの閉鎖木の疎開度と呼ぶ

とおかれる。すなわち，閉鎖木の直径の増加率は，その立木と同等の生育段階にある疎開木の直径増加率に比例し

て，同時にその閉鎖木の疎開度1－  iP に比例するとするものである。

また，立木の樹高生長は本数密度，したがって占有面積によって影響されないという定説にしたがえば，（２.11）

式と(２.29)式から,閉鎖木の樹高と直径の増加率の関係を示す
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……（２.30）

がえられる。すなわち.疎開木の樹高対直径の相対生長関係が閉鎖木に対して拡張されたことになる。この式を解

いて，(２.10〕式の関係を用いると
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……（２.31）

がえられる。(２.31)式は一定の占有面積忌を有する立木の樹高生長にともなう胸高直径の推移を表わすモデルであ

で。ここでは，このモデルを誘導した理論的根拠にしたがって，樹高対直径の相対生長モデルと呼ぶことにした。

(２.31)式のモデルは，直径への閉鎖効果が生育段階の進むにつれてexponentialな影響を及ぼすことを示している。

仮 想林分の閉鎖の進行過程と直径生長への閉鎖効果を概念的に示してきたが,さらに，(２.31)式の具体的な数値

計算を進める。そのためには，(２.28)式の閉鎖木の樹冠幅  Ｈ　ciW および閉鎖限界樹高 
ciW を定めなければならな

い。そこで，まず仮想林分の閉鎖過程におけるうっ閉比 iHC を次のように定めておく。
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また，閉鎖木の樹冠幅について，閉鎖開始時から閉鎖限界時に至るまでの拡張過程が明らかではないので，ここで

は直線的に拡張すると仮定する。すなわち，うっ閉比が
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      ioi ≦≦        ……（２.33）

で与えられるものとする。これから各閉鎖段階における樹冠幅は、次のように求められる。
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ここで閉鎖開始時のうっ閉比と疎開樹高がわかれば，閉鎖木の樹冠幅は(２.33),（２.34)式によって求められる。

四手井82）（1956)は，一斉林について競争開始時の平均樹高と本数密度との関係を表わすh-n 線を示している。

このときの樹高は，ここで疎開樹高と概念的には同じものと思われる。また，これとは別に吉良29）(1957)は，密度

効果の及ぶ下限状態の立木密度は，樹高とほぼ同じ幹距の保たれているときであるとの見解を述べている。四手井

の提示しているカラマツ人工林のh－n 線によって,植栽密度が，2,500 本/ha の場合に,競争開始時の樹高を求

めてみると，6.46mとなる。この樹高に相当する疎開木の樹冠幅は，(２.23)式から3.38mと算出される。方形植栽

だとすると,この場合の幹距は 2m であるから.この林分はすでに隣接木間の樹冠が完全に交差していることにな

る。実際に筆者の観察でも，このような現実林分では，樹冠の枯れ上がりがかなり生じている。一方，吉良の説に

したがえばこの林分では2m の樹高に達した段階で密度効果が作用することになり，両者の間にかなりの差が認

められることになる。この差は密度効果に対する意義づけの相違などにも由来するものと思われるが，筆者の観察

経験に基づいて，ここでは後者の説にしたがうことにした。

閉鎖開始時のうっ閉比は，(２.23)式から

0.5

0.8961

0.5H S
H636.0

S
W

C
i

oi

i

oi
oi                ……（２.35）

ここで吉良説 0.5SH ioi  を採用すると

  0.052
0.5

8961.00.5

Hoi S636.0
S
S636.0

C －
i

i

i 

となり，閉鎖開始時のうっ閉比が占有面積の函数となる。本来うっ閉比は，同じ閉鎖度のもとでは一定値をとるべ

き性質のものである。よって，この条件に適合するように吉良説に修正を施し，閉鎖開始時の幹距を
0.89610.5 HS oii                  ……（２.36）

として，これを採用する。この結果(２.35)式から

636.0CH oi

となり，閉鎖開始時のうっ閉比が占有面籏にかかわらず一定値となる。すなわち定数となるので，新たにこれを記

号C。で表わし

C。=0.636                ……（２.37）

とおくことにした。また，疎開樹高は上の(２.36)式から，占有面積の函数として
0.558Sioi                  ……（２.38）

によって求められる。



一方，閉鎖林分では林分の生育段階に応じて，一定面積に成立できる立木本数には限界のあることが，競争密度

効果の研究から明らかにされており，四手井84）(1963)は,その限界状態に達した林分を最多密度林分と呼んでい

る。仮想林分では閉鎖度が1 に達したとき，立木の生長は停止(枯死)し，上の最多密度林分に相当する状態に至

る。このときの樹高が前に定義した閉鎖限界樹高  i である。

植物体の生長量は，その物質経済の面から，同化器官の量C と非同化器官の量F の比F/C で定まることが明ら

かにされている(宝月18)1958)。このような物質経済の面からみると，立木の樹冠長はCと，また樹高はFに対応する

量である。したがって，樹高に対する樹冠長の比，すなわち樹冠長比

R＝L／H                 ……（２.39）

ここで，Rは樹冠長比，Lは樹冠長，Hは総樹高

は，F/C比と同様な意味をもつ指標とみなすことができる。閉鎖林分では，閉鎖の進行によって立木の樹冠長比

が低下してゆき，やがてその物質収支の平衡する樹冠長比R*に達してその立木の生長は停止し，枯死するものと考え

ることができる。

図－2.13に示したように，仮想林分は疎開木の樹冠長と等しい厚さの樹冠層で閉鎖を開始する。その後，下層の

枝葉が下から順に枯れ上がることによって，樹冠層は相対的に樹高の上部へ移ってゆく。このような閉鎖過程にお

いても，閉鎖林分の樹冠層部の受光環境は，疎開林分とはあまり変らず，閉鎖林分の立木の樹冠部は，疎開木と同

様な生長法則にしたがうものとみてよいであろう。すなわち,閉鎖木の樹冠部について疎開木と同等な樹冠長対樹冠

幅の相対生長関係が成り立っているものと考えられる。なお付け加えれば，閉鎖木の樹冠は疎開木の樹冠下部の欠け

たものということである。

以上の根拠によって，ここで閉鎖木の樹冠幅  ciW と同じ樹冠幅をもつ疎開木を考えてその樹高を記号
ciH (以

下この樹高を単に疎開木等樹高と呼ぶ)で表わすと，(2.22)式から閉鎖木の樹冠長は

cii H785.0L                 ……（２.40）

ここで,Liは iS 占有面積の仮想林分で樹高がHに達したときの立木の樹冠長， ciH は疎開木等樹高

と表わされる。同様に閉鎖限界時の樹冠長は

ci 785.0Li                ……（２.41）

で表わされる。



以上の結果を利用すれば，仮想林分の各閉鎖段階における樹冠長比は，それぞれ次のように表わすことができる。

上で立木の樹冠長比に関してその生長上の意義について述べたが，実際にアカマツ林の枝打ち試験で，立木の樹冠

長比が0.18以下に低下すると幹下部の直径生長の停止することが報告されている（細井ら20）1954)。§2－5で明

らかにするが，すでに自然枯死木の発生している過密なカラマツ人工林の調査から，樹冠長比0.2 以下の立木の直

径生長は,著しく衰え.さらに0.16前後に低下した立木は,ほとんど枯死状態に達していることが確認された。ここ

ではこの結果に基づいて.閉鎖限界時の樹冠長比R*を0.16 と定めることにした。このR*の値を仮想林分に適用

すると,閉鎖限界樹高Hi*は(２.42)式から

で与えられる。

依田106）(1971)は,最多密度状態にある林分の平均樹高hと占有面積sとの間に,自然間引の3/2乗則

の成り立つことを示している。一方，仮想林分において,先にあげた理由に基づいて樹冠長対樹冠幅の関係に(２.

20)式の疎開木の相対生長関係を適用し，変数を入れ替えて(両者の関係を決定的関係とみなして)，(２.34).(２.

42)式を用いれば

が導ける。この式は,仮想林分における占有面積と閉鎖限界樹高との関係を示すものである。(２.44)式と上で示した

3/2 乗則式とは同形であるが,指数の値に若干の相違がみられる。この両者の相違は,3/2 乗則が立木の相似性を前提

としている点に由来している。

以上によって求めた仮想林分の閉鎖進行過程のパラメターを,それぞれの算出式をそえて表－2.4 に掲げた。

……（２.44）



た，これらのパラメターの値によって本数密度階ごとの仮想林分の閉鎖度を算出し，その推移を図－２.14 に示し
た。

（２.28）式において，樹冠幅    cici WW ， をそれぞれの疎開木等樹高 ci および 
ciH で置きかえれば，

 
　，－

－
0.8961

ci

8961.0

i

8961.0

ciHi
0.8961

HH

HCH
P





i
   

（Hｏｉ≦H≦Hｉ
*）

とおけて縦横の函数として表わされる。Pｉ(H)の値は，図－２.14に認められるように，樹高に対してほとんど直線と
なる。そこで，閉鎖度を

ここで，
iHC は（２.33）式で oiHC の代わりに 8961.0

1

HCC oio  を用いたうっ閉比

と近似しても十分である。
（２.45）式で

とおくと

ここで



この関係を上の式に代入すれば

がえられる。すなわち，（２.28）式で定義された閉鎖度は，近似的に疎開樹高から閉鎖限界樹高に至る相対樹高で表
わされることを示している。（２.46）式で与えられる閉鎖度が近似値であることを示すために，記号に ’ を付して以
下では閉鎖度としてこの近似式を用いることにする。

ここで  iP の代りに上  iP を用いて（２.31）式のべき項の積分を行うと

ここで iC は積分定義で



この結果を（２.31）式に代入して

ここで， i
c

io e ，BH032.2D

とおくと

をえる。（２.48)式は仮想林分における立木の樹高対直径の相対生長モデルであり，閉鎖開始時から閉鎖限界時に至る

までの胸高直径の推移を示す式である。図－２.15に，このモデルによって求めた仮想林分の胸高直径の推移を掲げた。

（2）幹形と相対生長モデル（ⅰ）

立木の枝打ちの研究や森林の生産構造の研究に関連して，立木の葉層の垂直分布と幹の垂直分布の量的関係が明らかに

されてきている(尾中72)1950，細井ら20）1954，四手井ら83）1960，蜂屋17）1967，斉藤ら1968，藤森14）1975)。

これらの調査解析を通じて，針葉樹の幹の直径生長は，梢端から枝下高までの樹冠部分では，各層の着葉量に比例

して増大するが，枝下部分の幹部では，一定かあるいは下方ほど減少するという結果が報告されている。すなわ

ち，ある高さの層の幹材積生長量は，その層から上の積算葉量に比例するという関係が近似的に成り立ち(四

手井ら83)1960，蜂屋17）1967，斎藤77）1968，藤森14）1975），葉で生産される同化物質の幹部への量的な配分法則

を示すものと理解されている。（四手井ら83）1960，吉良28）1965）。

また，立木密度と林分生産量との関係の研究面から，立木密度の高い林分の立木は，完満な幹形を呈し，疎な林

分においては，梢殺の幹形となることが示されている（佐藤ら79）1955，BRAATHE9）1957，LARSON43）1963，

NEWNHAM60）1965，安藤3）1968）。

一方，測樹学の分野においても，立木の幹形は，幹曲線や形状商および形数などの測定項目を通じて研究対象と

されてきた。これらの測定項目のうち，胸高形数は立木の幹形を直接表わす尺度として，立木材積の測定に有効な

方法を提供してきた。この胸高形数に対して，同一樹種であっても.地位，立木密度，枝下高などによって影響され，

一般に，立木密度の高い立木ほど，また，枝下高の高い立木ほど大きくなることが指摘されている(掘田 21)1927，

吉田107）1930，嶺50）1952，大隅ら75）1971，西沢69）1972）。

前項の樹高対直径の相対生長モデルも，閉鎖による樹冠の垂直分布の変化と，それにともなう幹の肥大生長量の垂

直配分の関係を理論背景として導いたものである。ここで，その前提となった樹冠のうっ閉比の推移による立木の

閉鎖モデルと，その結果から導かれた樹高対直径の相対生長モデルを適用して，立木の閉鎖過程にともなう幹形の

変化の面から，前項の相対生長モデルについて検討を加えることにした。

上述した葉層の垂直分布と幹の肥大生長量との関係を直径生長量でみると，図－２16に掲げた解析例でみられる

ように，樹冠部では，その部分の着葉量に比例的に増加し，枝下部では幹の下方に向って減少することが明らかで

ある。この関係をさらに詳しく検討するために，カラマツの閉鎖木と疎開木をそれぞれ樹幹解析に供し，図－２.17

に5年間隔の直径生長量を分離し，その垂直分布を年階順に配列させた。

－２.17aの閉鎖木は，筆者ら32）(1974)による狩勝峠旧鉄道防雪林の調査の際に設定された樹幹解析区の中の



1本である。この立木は伐倒時(60年生)において，1,333本/haの本数密度に相当する7.5㎡の占有面積注）を有し

ていたが，調査時に確認された古い伐根や，立木の配列状態から.幼始期から壮齢期にかけて，より高い本数密度で

の閉鎖を受けてきた立木と推定される。また，伐倒時において枝下部に落校せずにいた枯死枝のうち，比較的直径

の太いものについて年輪を数え，樹幹解析から求めたその高さに達するまでの年齢を加えて，枝の枯死年齢を推定

した。これに，この林分を対象にして同時に実施された道立林産試験場による材質試験(小野寺ら73)1976)で明ら

かにされている枝の枯れ上がりの年齢を参照して，各年階の推定力枝高を求めた。

図－２.17aにみられるように，この閉鎖木の直径生長量の垂直分布は，立木の生育段階の進行にともなって，次第

に変化するが，その分布型には，明らかに法則的なパターンを認めることができる。すなわち，樹高の上部から下

方に向って

①最上部の直線的に増加する部分

②直径生長量がもっとも大きく，ほぼ一定の分布を呈する部分

③下方に向って減少する部分

④最下端部の再び増加する部分

注)§２－５で述べる画定法による占有面積



の4部分を認めることができる。.

以上のような直径生長量の垂直分布のパターンは，葉で生産された同化物質の幹部への配分を受けてもたらされ

る幹の断面積生長の結果によるものである。幹上のある位置で，その断面積が△Gだけ生長した場合に，その直径

ここで，△ lD は梢端からlの長さの位置における幹の直径生長量(cm)，△Gは同じ位置の断面積生長量(m3)，

rは同じ位置の期首における幹の半径(cm)

となる。図－２.17に掲げた閉鎖木の直径生長量の垂直分布のうち，各10年階について断面積生長量を対応させて図

－２,18に再掲した。

①の部分は，当期の樹高生長，すやわち新梢部の直径生長部であり，力枝は少なくとも期首に，この部分の下に

位置している。したがって，前項で述べたように，この部分については，梢端からの長さと，その位置の直径生長

量との間に疎開木と同等な相対生長関係



ここで，0.085 は樹皮厚率(樹皮厚/皮付直径)が

期待される。実際に，各年階の測定値は，ほぼ上の閉

係にしたがっている。この結果，この部分の断面積生

長量は，梢端からの長さの2 乗に比例して増加する。

すなわち

ここで， lG 梢端からの長さl における幹の断面

積生長量

②の部分は，①の下端から力枝高までの幹部で，幹

部の肥大生長に対して「もっとも貢献度の高い枝葉を

有する層」(藤森 14)1975)を含む樹冠層の部分である。

この部分についても，梢端からの長さと，その位置の

直径との間に，疎開木と同等な相対生長関係が期待さ

れるので，上の(２.50)式を用いて，この部分の直径

生長量は

ここで，△Hは当期の掛高生長

で与えられる。すなわち，一定値となる。また，この

直径生長量に対応する断面生長量 lG は

で表わされる。この式から明らかなように，この部分

の断面覆生長量は，梢端からの距離にしたがって直線

的に増加する。

③の部分は，力枝高より下の幹部で，着葉量の著しく少ないか，あるいは，枝葉の完全に枯れ上がった部分であ

る。したがって，先に引用した，葉で生産された同化物質の幹部への号的な配分法則－ある高さの位置の幹材積生

長量は，その高さにより上の積算葉量に比例する－によれば，この幹部の断面積生長量ほぼ一定となる。すなわち，

(２.49)式で△Gが一定になるので

とおけば

の関係式がえられる。(２.54)式は，一定の断面積生長量によってもたらされる直径生長量が，期首の半径に逆比例

することを示している。一般に，幹の下部ほど半径は大きいから，それに応じて直径生長量が少なくなる。



図－２.18に掲げた断面積生長量の垂直分布で，30年階までは，力枝高以下の断面積生長量がほぼ一定の分布

を呈しているが，40年階以上では，幹の下方ほど増加する分布傾向が認められて，必ずしも上の法則性が一般的なも

のでないことが示唆されている。また，図－２.16の細井ら20）(1954)によるアカマツの枝打ち試験の例で，典型的

にみられるように，樹冠量が減少した場合には，それ応じて幹下部の断面積生長量も減少することが明らかである。

最後の④の部分の増加傾向は，根張りの影響によるもので，胸高より下の根際部分である。

初期の樹高の低い生育段階のうちは，力枝高も低く，①の下端部か，あるいはその直下に位置するため②の部分

が形成されない。この段階では，①の下端部に直径生長の最大部が位置する。生育段階の進むにしたがって，閉鎖

が進行し樹冠の下部から枯れ上がり，力枝高は高くなる。しかし枯れ上がり速度が，樹高生長速度よりも劣るので，

その結果，①の部分が減少し，②の部分が形成され，次第にその範囲が拡大する。

以上のように，閉鎖木の直径生長量の垂直分布は，閉鎖の進行にともなう葉層の相対的な縮小に応じて変化を遂

げ推移してゆく。その変化の速さは，立木の閉鎖度によって左右され，本数密度の高い林分の立木，したがって，

占有面積の小さい立木ほど，初期の生育段階のうちに，直径生長量の最大部分が，樹高の上部に移行してゆく。佐

藤ら79）(1955)のアカマツの立木密度試験の結果でも，このことが確認されている。

一方，閉鎖による枝葉の枯れ上がりのない疎開木は，図－２.17bにみられるように，③の部分はほとんど出現せず，

①+②+④の分布型で推移してゆく。このような直径生長量の垂直分布の積み重なって形成される幹形は，完全な円

錐体を呈することになり，ある高さの幹の直径とそれより梢端までの樹高との間に，常に比例関係が成り立つこと

になる。

以上から明らかなように，閉鎖木は，疎開木の直径生長量の垂直分布のうち，樹冠部の②の部分が，閉鎖効果を

うけ減衰したものとみなすことができる。また閉鎖効呆の及ばない①，②の部分の直径生長量の垂直分布は，疎開

木と同ヒと考えることができる。・一'「・''}手

以上の分析結果と前項の無間伐林分の閉鎖モデルから，各部分の直径生長量を次のようにモデル化することがで

きる。

①の部分 H0 ≦＜l

  ここで，lは梢端から幹上の任意の位置までの長さ，△ lD はl の位置の直径生長量，△H は当期の樹高生長量

②の部分（ LH ≦＜l ）

  ここでLは樹冠長

③の部分（ BHL ≦＜l ）

  ここでは,上で検討した直径生長量の分布傾向が，力枝高から幹の下部に向って，幾何級数的に減少するものと

みなして

  ここで，ΔDLは力枝高の位置の直径生長量，kは定数，HBは胸高樹高

で表わすこととする。ここで，胸高直径を樹高対直径の相対生長モテル(２.48)式で与えることにし，期首の胸高

直径を差し引いて，その期間の生長量を求める。すなわち， BHl の位置における直径生長量△DBを求めれば，定

数kは





によって確定される。

④の部分( HHB ≦＜l )

根張りの影響を考慮して，地際より0.15mの高さの直径生長量が，胸高の直径生長量の1.2倍に相当するものとす

る。すなわち

ここで，△D0.15は地上高0.15mにおける直径生長量

図－２.19 は,それぞれ3.3 ㎡，5.0 ㎡および10.0 ㎡の占有面積を有する無間伐の仮想林分の立木について，

樹高2m間隔の生育段階ごとに，上のモデルによって求めた直径生長量の垂直分布である。

このモデルによれば，本数密度の高い林分の立木ほど，下枝の枯れ上がりが急で，力枝高が高くなり，②の部分

の出現範囲が狭くなる。それにともなって，③の部分の直径生長量の下方への減少傾向が急になっている。また，

それぞれの直径生長量に対応した断面積生長量の垂直分布を記入したが，その最大値は，いずれの場合も力枝高の

やや下の高さで出現し，その大きさは樹冠長によって定まることが読み取れる。さらに，③の部分における断面積

生長量の垂直分布は，樹冠長比によって左右され，樹冠長比の低下が幹下部の断面積生長量を減少させる結果となっ



ている。もっとも疎な本数密度での閉鎖過程を経てきた占有面積10㎡の立木では，樹幹解析木の40年生以降と同様

な傾向の断面積生長量の垂直分布が実現されている。また，樹高が 20m 以下で閉鎖限界に達する占有面積 3.3

㎡と5.0 ㎡の立木のそれぞれの生長後半期には,細井ら20）(1954)のアカマツ林の枝打ち試験でみられると同様な

直径生長量とそれに応じた断面積生長号の垂直分布のタイプが実現されている。

図－２.20は，上で求めた直径生長且の垂直分布を，生育段階の順に重ねてえられた幹の半縦断面図である。この幹

形図は，樹幹解析と逆な手順によってえられたものであるが，樹幹解析による場合と同様にして，区分求積法によ

ってモデル立木の幹材積が求められる。

図－２.20 から直観的にも明らかなように，強い閉鎖過程を経てきたモデル立木は，完満な幹形をなし，対照的に

弱い閉鎖過程を経てきたモデル立木は，相殺な幹形を呈している。さらに，モデル立木について，それぞれの生育

段階ごとの胸高形数を算出し，閉鎖度の推移に対応させて図－２.21に示した。また，これらと比較対照するために，

図－２.17a の樹幹解析木の各年階における胸高形数と，疎開木のモデル立木(正円錐体)の胸高形数の値を同じ図－

２.21上にプロットした。

胸高形数の推移は，正円錐体で表わされる疎開木のモデル幹形が典型的なものとみなされる。すなわち，正円錐

体の胸高形数は，正常に生育してきたカラマツの立木について，生育段階ごとの胸高形数の下限値を示すもので，



図－２.21 の横軸と縦軸上のそれぞれ 1.3m

(胸高)と 1/3 の位置に漸近線を有する双曲線

上をたどる。これに対して，閉鎖木のモデル

立木は，生育段階にともなう閉鎖度の上昇を

受けて，次第に胸高形数を高めて完満化する

傾向をたどる。この場合に，明らかに占有面

積の小さい立木ほどその傾向は早く，また顕

著に現われる。

一方，現実林分の樹幹解析木の胸高形数に

ついてみると，生育段階とともに，徐 に々減

少するという推移傾向を示している。このよ

うなモデル立木との推移傾向の違いは，一定

の占有面積のもとて経過するモテ'ル立木に対し

て，樹幹畔析木は，隣接立木の枯死などによっ

て，占有面積の拡大を経過してきており，こ

のような両者の閉鎖過程の相違に起因するも

のと考えられる。吉田 107）(1930)は,樹高に

対する胸高形数の推移傾向について，3 つの

基本型のあることを指摘しているが，ここで

示した幹形モデルは，このような幹形の変化

の推移に対して，立木の経てきた閉鎖過程に

よって説明するものである。この点について

は，次節で改めて検討を加えることにする。

以上で明らかにされた閉鎖過程の相違に基づく立木の胸高形数の推移は，本項のはじめで引用したように，いま

まで共通して指摘されてきた幹形と立木密度，あるいは枝下高との関係に一致している。また，モデル立木と実測

によった立木の胸高形数の値は，両者の閉鎖過程の相違を考慮すれば，きわめて近似したものとなる。このような

結果は，閉鎖にともなう樹冠層の相対的な縮小が，幹の直径生長量の垂直分布に影響し，その結果立木の幹形を左

右するとの考え方の正しさに立証を与えるものであろう。同時に，直径生長量の垂直分布のモデルに量的変化を与

えた前項の閉鎖モデルと，それから誘導した樹高対直径の相対生長モデルの妥当性を示唆するものとみてよいであ

ろう。

（3）モデルの適合性

立木の樹高と直径の両生長部分が，林分の閉鎖に対する反応の仕方を異にする性質を利用して，直径生長への閉

鎖効果を説明する樹高対直径の相対生長モデル(２.48)式を導いた。このモデルは，立木の大きさ，その配置とも

全く均一な仮相林分を前提としたものである。したがって，これに対応する林分は現実には存在せず，このモデルの

適合性を直接的に確かめることはできない。近似的ではあるが，立木本数が一定に保たれた固定試験林で，継続

してとられた平均樹高対平均直径の測定値が対応するものである。しかし実際にこのような対応資料も求めること

ができないので，ここでは，さらに第２近似として，現実の施業林分から測定された樹高対直径の関係との対応を

試みた。



ここで用いた対応資料は，筆者も参画して調査が進

められた北海道林務部による立地級調査 19）(北海道林

務部 1972)で収集された 453 箇所のカラマツ人工林の

測定値である。各調査林分について，まず平均樹高お

よび平均胸高直径を算出した。さらに算出された平均

樹高によって調査林分を樹高階と本数密度階にクロス

分類して，それぞれの級における平均胸高直径 hiD を

算出した。この hiD と(２.48)式のモデルによって求め

た胸高直径 iD を対比するため図－２.22 に両者の関係

をプロットして示した。

図－２.22 から明らかなように,現実林分から求めた

平均直径は，モデルによる直径より過少であり，その

傾向は本数密度階の低いほど著しいことが認められ

る。北海道地方のカラマツ人工林の植栽本数は，2.500

～3,000 本/ha の範囲であり,ここで用いた貸料林分

は，調査時に至るまで除，間伐その他の原因によって

本数減少を経過してきたものである。したがって,過

去においてより高い本数密度の閉鎖を経過しており，立木本数を一定とする仮想林分の直径より常に小さい直径

となる。また，その差は本数減少の多い低本数密度階ほど大となる。

調査林分のうちもっとも本数密度の高い2,500 本/ha の本数密度階では，植栽後の立木本数の減少がわずかであ

り，ほぼ無間伐林に近い林分である。この本数密度階では，調査林分の平均直径と仮想林分の直径はほとんど一致

する。以上の仮想林分と現実林分の直径生長過程の対応の結果から,間接的ではあるが(2.48)式のモデルの適合

性を認めることができよう。

ここで利用した仮想林分は，きわめて単純化された林分である。しかし.仮想林分の閉鎖過程において，一般に認

められているいくつかの生態学的知見が成り立っている。すなわち，閉鎖限界樹高と占有面積との間の近似的な3/2

乗則の成立，また，一斉林では閉鎖後の林分葉量がほぼ一定で推移するという葉量一定の傾向(依田 106)1971 も,

仮想林分ではごく粗い近似であるが満足されている。さらに，限界樹冠長比R*で立木が枯死するという現象も，

植物の物質収支の面から根拠のあるところである。

以上のような般的な林分生長の法則性が組み込まれている樹高対直径の相対長モデルは.林分生長モデル構成

の基礎モデルとして，上の現実林分との間接的な対応関係とあわせて十分満足できるモテルと思われる。このモデ

ルの前提となった(２.46)式で集約される閉鎖モデルの具体的なパラメターの値については,最終的に構成される

林分生長モデルのシミュレーションによって，試行錯誤的に実際現象と対応させて決定されるべきものである。

§２－4間伐林分の樹高対面:径の相対生長モデル

（1）間伐林分の閉鎖モデル

現実林分は，除伐，間伐その他の原因による立木本数の減少をともないながら生長する。これらの原因によって

閉鎖林分中の立木が除去されるか，あるいは枯死すると，それに隣接する立木の生育空間が広がり，その立木の肥

大生長が促進する。この現象がいわゆる間伐効果である。前節で定義した閉鎖度を用いれば,この間伐効果は，生



育段階における立木の閉鎖度の変化過程として表わされる。

前節の図－２.11 に掲げた仮想林分を再び利用するが，さらに本数減少を受けた場合には,立木が自動的にそれぞ

れの位置を移動して，もとの方形配置に再配列するものとしておく。

いま，占有面積 iS の仮想林分(以下単に iS 林分のように呼ぶ)が樹高 iHの生育段階で間伐されて占有面積が jS に変

わったとする(以下このような林分を ijS 林分と呼ぶ)。この間伐によって疎開を受けた ijS 林分は図－２.23に示したよう

に，同じ占有面積をもつ iS 林分の閉鎖系に移行する。疎開された直後の立木の樹冠は，直ちに変化することは

ないので，この間伐によって仮想林分における立木のうっ閉比は

ここで， iHC  は間伐直前の iS 林分における立木のうっ閉比， jiHC 間伐直後の ijS 林分における立木のうっ

閉比，  ici HW  は間伐時の樹冠幅

と変化する。よって間伐直後の ijS 林分における立木のうっ閉比は

となる。

このような疎開された ijS 林分の樹冠は，下層まで十分な陽光を受けるので，下層の枯れ上がり速度が鈍り，その

結果 jS 林分の樹冠層に回復し閉鎖限界樹高 
jH に達する。この場合に，樹冠幅の拡張が無間伐の仮想林分と同様

に直線

的と仮定すれば， ijS 林分における立木のうっ閉比は



によって与えられる。図－２.23の斜線を施した樹冠層は，上の仮定にしたがった場合の ijS 林分の樹冠層の発達過程

を示している。また，第2回目以後の間伐の場合も同様に仮定すると，仮想林分における立木のうっ閉比は図－

２.24に示したように推移する。この場合に，樹冠の回復が上の仮定よりも遅れれば， ijS 林分は jS 林分より早い生育段

階で限界樹冠長比R*に達して生長は停止する。しかし，このような現象は，樹冠長と樹冠幅の相対生長関係を考慮す

ると起りえない。

一方，間伐直後の ijS 林分の閉鎖度は，（２.28)の定義式によって

ここで  iij P は間伐直後の ijS 林分の閉鎖度，  icij W は間伐直後の ijS 林分の樹冠幅

で与えられる。

ここで無間伐林分の場合と同様に近似式をと

れば

と表わすことができ，間伐によって分母の因子が変化することになる。よって間伐前後における閉鎖後の比をとる

と

これから間伐直後の閉鎖度は

によって与えられる。すなわち，この間伐による閉鎖後の低下分は

となる。現実林分の間伐において，間伐率が一定の

場合には,閉鎖の進んでいる林分ほど，また,同じ

閉鎖度合いの林分では，強度の間伐ほど疎開される

度合いの大きいことは一般的に認められる現象であ

る。上の(２.64)式において，  ii P は林分の閉鎖

の進行度を示し，また   ji /1 は，間伐強度

に比例する項である。したがって，(２.63)式は間伐

による疎開現象を一般的に説明するモデルといえ

る。

間伐以降の ijS 林分の閉鎖度は，樹冠のうっ閉比

が直線的に上昇するという仮定から，



ここで，  ijP は ijS 林分の樹高 H の生育段

階における閉鎖度
によって推移し，無間伐林分とは別な新たな閉鎖系
をたどる(図－２.25)。2 回目以降の間伐につい
ても(２.63),(２.65)式と同様な関係が成り立
つ。

仮想林分が.現実林分と同様に逐次本数減少
をともなって生育段階を進むとすれば，その都度，新たな閉鎖系にしたがって生長してゆくことになる。このよう
な林分のたどる閉鎖道程を模式的に

のように表わすことができる。すなわち，  niP は， oi の生育段階で閉鎖した林分が， ,,,  ijkiji ，の各生育

段階で逐次間伐を受け，最終的に占有面積が nS となる仮想林分の閉鎖過程を表わすものである。なお，この模式で

右辺の列は、林分の占有面積の変化方向を、また行は，生育段階の進行方向を示している。この模式によれば，

林分の立木本数の変化にともなう閉鎖過程を統一的に表わすことができる。ここでは(２.66)式を閉鎖過程式と呼ぶ

ことにする。

図－２.26 は，閉鎖過程式の数値例を図示したもので，仮想林分に対して信州地方カラマツ林分密度管理図(安

藤3)1968)で3種の間伐基準にしたがった間伐を適用した場合の例である.

以上のように仮想林分は.間伐による立木本数の減少を受けるごとに，新たな閉鎖系を経過する。それにともなって，

樹高対直径の相対生長関係も変化することになる。すなわち， iS 林分が樹高 iの生育段階で間伐を受け，占有面積

を iS 有する ijS 林分に変った場合に，この閉鎖系では



   ここで， ijD は ijS 林分における立木の胸高直径，

    ijP は同じ林分における立木の閉鎖度

が成立することになる。

(２.67)式は，直径生長に対する間伐効果を占有面積

の拡大にともなう樹冠量の回復という，いわば物理的側

面のみを考慮に入れた式ということになる。一方，図－

2.27 に示したように，間伐直後の仮想林分の樹冠届は，

間伐林分と同じ占有面積，同じ生育段階の無間伐林分の

樹冠層に比べてより疎開状態にある。依田 106）(1971)に

よれば，葉の同化能率を表わす純生産率は，葉の少な

い林分ほど高くなる。この原因として，葉の少ない森林

ほど葉による相互被陰が少なく，単位葉面積当りの受光量

が増加するためと説明されている。間伐は

人為的に林分葉量を減少させるものであ

り，陽樹で純生産率の高いカラサツは,一

層その効果の大きいことが予想される。し

たがって間伐効果にこのような生理的効呆

を見込む必要がある。

ここで，葉の同化能率が樹冠層の疎開の

度合いに比例するものと考えれば， ijS 林

分の同化能率を同じ生育段階の無間伐の

jS 林分を基準にして

   ここで，   jiC は間伐直後の ijS 林分と同じ生育段階にある jS 林分のうっ閉比， 
 jiHC は間伐直後の ijS 林分

   のうつ閉比

によって表わすことが考えられる。 ijγは，いわば疎開にともなう立木の生理的効果を示すものであり，その意味か

ら疎開係数と呼ぶことにする。疎開係数を(２.67)式に組み入れて，新たにS∬林分の樹高対直径の相対生長関係を

と表わす。ここで，    ijij P1γ の項は，間伐効果の面からみた疎開度を与えるものである。図－２.26に用いた

閉鎖過程式の数値例についての疎開度の推移を図－２.28に示した。

(2.69)式を解けば乱林分の樹高対直径の相対生長モデルがてられる。一般に閉鎖過程式  niP にしたがう間

伐仮想林分の場合は，次の漸化式で表わされる。



ここで一般に，

（２.70）式の定数 ij は

ここで

一般に

によって与えられる。

（２.26）の閉鎖通過式  niP にしたがう閉鎖林分の直径の推移を，閉鎖過程式に対応させて表わせば

   ここで，  ijD は樹高Hの生育段階に達した ijS 林分の胸高直径を表わす



と書くことができる。

ある 1 つの  niP にしたがう仮想林分につい

て，一意的に  niD が定まることになる。した

がって，同一の生育段階に達して，同一の立木本

数を有する林分でも，異なった閉鎖過程式にした

がった場合には，それぞれに対応した異なった直

径生長の推移を経過してきていることになる。

 niD の数値計を電子計算機によって求める

ためのプログラム(ALLOMETRIC MODEL OF

CLOSED STAND)を組み，これによって図－２.

26 の数値例の場合の  niD を算出して図－２.29

に示した。

（2）幹形と相対生長モデル(ii)

前節（2）と同様な直径生長量の垂直分布モテ'

ルを間伐想林分に適用して，モデル立木の幹の半

縦断面を求め図－２.30 に示した。この例は，図－

２.26 に用いた疎中庸密位立のそれぞれの閉鎖

過程をたどる間伐仮想林分に対して適用したもの

である。無間伐の場合と同様に，本数密度の高い

閉鎖過程を経た林分の立木ほど完満な幹形を呈している。

図－２.30の各モデル立木の胸高形数を算出して図－２.31にその推移を示した。この図上に狩勝峠旧鉄道防雪林の調

査(小林ら32)1974)で樹幹解析した11本の立木の胸高形数の値をプロットした。この林分の本数密度は558本/

haで，ほぼ中庸仕立の密度管理基準に相当する。密仕立および疎仕立のモデルの胸高形数は，これらの実測値の分布

範囲のほぼ上端と下端をそれぞれ推移している。そして中庸仕立のモデル立木の胸高形数は，上の両者のほぼ中間

を推移し，実測値の平均的な値を示している。また，この図上に，疎仕立林分の初期立木本数と同じ2,000 本/ha

の無間伐仮想林分のモデル立木の胸高形数をプロットした。この初期立木本数を同じくする両林分の胸高形数の推

移を比較することによって，幹形に与える間伐の影響を知ることができる。すなわち，逐次間伐によって疎開され

る林分の立木は，幹下部の肥大生長の低下が防がれて,その結果，胸高形数の上昇傾向が鈍り，実測値で認められる

ような横ばい状態で推移する。

以上のように,間伐林分に対する樹高対直径の相対生長モデルを前提とした立木の直径生長量の垂直分布モデル

によって，現実林分の立木とほぼ一致する幹形を実現させることができ，さらに林分の立木密度と幹形の関連につ

いて一般的な説明を加えることができた。

（3）樹高対直径の相対生長モデルの一般化

生育段階の進行にともなって，逐次立木本数を減少する間伐林分に対応する樹高対直径の相対生長モデルとして，

樹冠層の疎開による樹冠の回復と，さらに立木の生理的効果を見込んで



を導いた。ここで，無間伐林分では疎開係数を

と規定しておけば，(２.69')式は閉鎖林分一般に

適用できる樹高対直径の相対生長モデルとな

る。

また，樹高が iHに達した iS 林分を，その後の

生育段階の進行にともなって，常に一定の閉鎖

度を保つように連続的に立木本数を減少させた

と仮定すれば，(２.69')式で



とおけて，この積分型は

   ここで， ijkD は占有面積 iS の仮想林分が，樹高 iHに達して以後に，閉鎖度を淀に保った場合の立木の胸

高直径，αは iHのときの胸高直径によって定まる定数

となる。(２.74)式は明らかに  ii  P1 を相対生長係数とするallometry式である。さらにここで，閉鎖度を

とおけば，相対生長係数が1となり疎開木の樹高対直径のallometry式となる。以上によって明らかなように，(２.

69')式は(２.73)式の規定によって疎開木から閉鎖木にわたって適用される樹高対直径の相対生長モデルに拡張さ

れる。なお，閉鎖度が一定に保たれる仮想林分においては，立木の樹冠長比もまた一定となり，立木の相対的な樹

冠量が一定で推移することを意味している。

以上のように，本節で導いた間伐林分に対するモデルは，前節の無間伐林分のモデルか拡張されたものである。

したがって，無間伐モデルの適合性の検討結果と，本節（2）項における直径生長丘の垂直分布による幹形モデル

の適合性とをあわせて考慮すれぱ本節で導いた樹高対直径の相対生長モデルは，間伐林分における立木の直径生

長の推移を表わすモデルとして妥当性のあるものということができるであろう。

試みに，閉鎖過程式の数値例として用いた信州地方カラマツ林分密度管理図によった3種の間伐基準の直径生長

過程(間伐後の胸高直径)と，間伐仮想林分に同じ閉鎖過程をたどらせた場合の直径生長過程を図－２.29上で対応さ

せた。疎仕立の閉鎖過程の場合には，両者は近似した生長過程をたどるが，中庸および密仕立の間伐基準の場合に

は，両者のずれは大きい。ここで，立木の大きさ，その位置とも均一な仮想林分を下層間伐を前提として作られて

いる密度管理図と直接対応することはあまり意味をもたないが，両者の差は間伐効果の評価の仕方にも由来してい

るものと考えられる。相対生長に理論的根拠をおく樹高対直径の相対生長モデルでは，幹の直径生長を自己増殖過

程としてとらえて間伐効果を評価するものであって，密度管理図による間伐モデルとはこの点で異なっている。

§２－５ 閉鎖林分における単木の占有面積モデル

（1）占有面積の定義域とその画定法

閉鎖した一斉林において，近接している立木は，光の被陰作用などを通じて相互の生長に影響し合っている。西

沢(196667)，196968）は，角度加算法を用いれば，限界断面積定数の大きさによって，中心木の肥大生長に影響を

及ぼす隣接木のランクが自動的に定まるとし，ほぼランク10 までの立木が有意な影響を与えていることを示してい

る。また，OPIE74）(1968)の提示したZone count法も同様な考え方の1つの表現であり，胸高直径の一定倍率の拡

大円をその立木の影響圏と定め，隣接木との重複面積によって立木の受けている競争度合いを表わそうと試みたも

のである。この両者ともに，隣接木の生長に影響を及ぼす範囲は，立木の胸高直径の大きさに比例するという共通

した考え方に立っている。

上のように考え方に立てば，完全に閉鎖した林分内の任意の地点は，少なくとも1本以上の立木の影響圏内に位置

することになる。いま，複数の立木の影響圏内にある地点は，その地点にもっとも強く影響を及ぼしている立木の

影響圏に属するものと定めれば，林分内において，各立木が優占的に利用している林地の面積範囲を画定すること

ができる。この面積範囲は，林分内における個体の生活圏ともみなされるものもその意味からここで，この面



積範囲を単木の占有面積の定義域と定める。

前2節の仮想林分では，単木当りの林地面積を占有面積としてきた。立木の大きさ，その位置とも斉一な仮想林分

では，単木当りの林地面積と上で定義した占有面積は一致する。一方，大きさ，位置ともに不斉な立木からなる現

実林分では，それぞれの立木が異なる占有面積を有していることになる。単木の占有面積として，BROWN
8）(1965)はAPA(Area potentiany available atree)を提示している。APAは対象木から隣接木のそれぞれに直線

を引き，直線の垂直2等分線の交点を結んでできる多角形の面積である。BROWN8）はAPAを林分の点密度(point 

diensity)の指標と考えたが，このような方法によるAPA は，立木の大きさに関係なく，隣接木の位置のみによっ

て定められることになる。Jack(1967)はこの点をAPA の欠点として指摘し，これを補うために対象木と隣

接木との樹高比によって両者間の距誰の分点を定める方法を提案した。また，SCHULS81）(1968)は，樹高比の代

りに胸高直径比を用いる方法を示している。

電子計算機に立木位置を記憶させ，単木の占有面積を求める場合に，上のような分点法では,そのプログラム化が

厄介であり，またいずれの立木にも属さない空白の部分が生じる。筆者34）(1970)は分点法に代って，立木位置図上

を方形のメッシュでカバーし，各格子点がどの立木に占有されるかを判定する方法を提案した。例えば，周囲の立

木に及ぼす影響範囲が，立木の胸高直径に比例するものとした場合には，格子点からその周囲の立木までの距離 ijL

（ｉは格子点番号，jは立木番号)と，立木の胸高直径 jD との比 ijj L/D が最大値を示す立木を，i格子点を占有す

る立木と判定する.

ijj L/D の値によって各格子点の占有木を判定し，同じ立木に占有される格子点群を区画すれば，その立木の占有面積

が画定される。図－２.32 は,このようなメッシュ法によった占有面積の画定例を示したものである。メッシュ間隔

を△h とすれば，1 つの格子点の有する面積A は，A=△h2 である。よって，j 立木の占有面積を jS とすれば jS =

Ajｎ は j 立木に占有されている格子点

の箇数)となる。この場合，占有面積の精

度は，メッシュ間隔に依存するが，一般の

閉鎖林分では 0.5m のメッシュで実用上十

分であろう。

ijj L/D を判定因子として定められる占有

面積は.それぞれの立木について，角度加

算法によるランク 1 を示す範囲を画定した

ものとなる。また，その逆数 1/ jS は，単位

面積当りの立木本数を示し，立木の点密度

を表わすものとなる。

（2）立木間の競争と占有面恥

§ 1－3 で概念的に提示した最大有効

空間の水平投影面積は，立木の潜在的な占

有面積と考えることができる。その意味で

これを有効占有面積と呼び oS で表わすこ

とにする。 oS は疎開木の占める占有面積に

外ならない。よって，§2－3 の仮想林分

における閉鎖開始時のうっ閉比 oC 10.636



を用い，有効占有面積が立木を中心とする同心円の範囲を占めるものとすれば，その半径 oR は，(２.23)，（２.26)式

から

となる。この半径 oR は,樹高Hの立木の潜在的な影響範囲を示しており，OPIE74）(1968)の最大影響圏やBELLA
5）(1971)の競争半径と概念的に共通するものであり，ここでは oR を有効占有半径と呼ぶことにする。

(２.75)式，立木の有効占有半径が立木の生育段階の進むにつれて大きくなることを示し，隣近木と有効占有面

積が重複するに至って閉鎖状態に達することになる。この場合，任意のi 地点がj 立木の有効占有面積内に位置す

るとき

である。また，2本以上の立木の有効占有面積内に位置している場合は，占有面積の定義によって，最大の ijoj L/R を

示す立木にその地点が占有されるものと判定される。図－２.33 は3 本の立木がそれぞれ有効占有面積を重複してい

る場合に， ijoj L/R を判定因子とするメッシュ法によって占有面積を画定した例である。

上のように，立木の有効占有半径に比例するとして定められた占有面積は，立木の生育段階に応じて相対的に同

等の生育空間を与えたものになる。この結果は，後で明らかにするように立木間の優劣のいかんを問わず，立木は

同じ閉鎖度を有することになり，立木間の競争関係が考慮されないことになる。何んらかの原因によって隣接木と

の間に生じた生長の優劣は，両者の受光量の差となり，その結果，優勢木は一層樹冠を発達させ,隣接の劣勢木の樹

冠の発達を防げる。このような隣り合，個体間にみられる生育空間の拡張関係は，般に個体間の競争関係と理解

されている現象である。このような競争関係を占有面積に導入するため，判定因子に重みを付して

とする必要がある。ここでCF は重みを表わし，その性質がら競争因子と呼ぶことにする。CF は，一般に光に鋭敏

に反応する陽樹では大きく，逆の陰樹では小さい値をとるものと考えられる。



CF を理論的に定めることは困難であるが，立木の受光

量に差をもたらす直接の因子である樹高に関連した値をと

ることが妥当であろう。ここでは，もっとも単純に

を採用する。この重みの適否は，次項で検討を加えるが，

最終的には林分生長のシミュレーションの段階で帰納的に

確かめられることになろう。CF の導入によって地点の占

有木の判定因子は

   ここで， ijSF はi地点におけるj立木の判定因子

となり，最大の ijSF を示す立木がi 地点を占有するものと

判定される。図－２.23 と同じ立木配置に対して(２.77)式

の ijSF によって画定した場合の例を図－２.34に掲げた。

（3）現実林分への適用例

ここでは，メッシュ法を実際の林分に適用し占有面積を

画定した例を示す。対象林分は北海道栗山町に所在し，ほ

ぼ平坦地上に生育している21 年生の無間伐のカラマツ人

工林である。調査時(1975 年)における立木本数は，2,495

本/ha であったが，立木間隔から植栽本数は約 3,000 本/

haと推定されるので，自然枯死木の発生によって約500本/haの本数減少を経てきた林分である。

林分内にほぼ方形のプロットを設定し，立木の位置，胸高直径，力枝高，4方向の樹冠半径をそれぞれ測定した。

以上の諸因子の測定値を電子計算機に入力し，電子計算機内でプロットを0.5m のメッシュでカバーし，格子点ご

とに(２.77)式の ijSF によって占有木の判定を行わせた。なお，図－２.35に示したように，林縁効果を除くため，

プロットの4辺に沿う外側1列の立木は，占有面積の求積の対象外とした。

以上の処理は，図－２.36 に示した手順からなるコンピーター・プログラム(GROWINGSPACEAREA)を組み，

これによって実行させた。この結果は，表－２.5 に掲げたようにSTANDTABLE として印刷される。TABLE の上

段3行には年齢，プロット面積(林縁木を除く)，占有比(占有面様の合計/有効占有面積の合計)，ha当り立木本数

および立木幹材積がそれぞれ印刷されている。また6行目以下には，左から順に立木番号(No.)，立木位置(X(Ⅰ)

Y(Ⅰ))，樹高(H(Ⅰ))，胸高直径(DBH(Ⅰ)，幹材積(VOL(Ⅰ))，占有面積(S(Ⅰ))，有効占有面杖(SO(Ⅰ)，力枝高(B(H))，

樹冠長(L(H))，樹冠長比(R(H))，および閉鎖度(P(H))の各因子の測定値および計算値が打ち出されている。また，

立木位置図上に占有面積の区画を記入する必要のあるときには，表－２.6に示したように，格子点の座標番号ごとに，

占有木の番号を打ち出させることができる。また，立木の位置と格子点の座標原点とは一致させてあるので，立木

位置図上にそれぞれの格子点を占有する立木番号を容易に記入することができる。

図－２.37 は,以上の結果にしたがって作図したプロット林分の立木位置図である。また，この図上に単木ごとに

測定した4方向の樹冠半径によって樹冠投影図を記入した。この図上で直観されるように，ここで定めた占有面積

と樹冠投影面積とは近似的ではあるが，相似関係にあることが認められる。両者の面積の大きさを図－２.38によって

対応してみると，かなり明確に比例関係(相関係数0.94)を示すことが確認される。

樹冠の拡張は,立木の空間利用の具体的な形態を示すものである。したがって,立木が優占的に利用できる平面









範囲と規定して求めた占有面積は，その立木の樹冠

投影面積に対して比例的な関係を示すものでなけれ

ばならない。上の適用例では，ほぼこの条件が満た

されており，ここで提示した占有面積の画定法の妥

当性を認めることができよう。

占有面積の逆数を 10,000 倍した値は，ha 当り立

木本数を与え，占有面積の当量本数密度を示すこと

になる。林分内のいずれの地点も，いずれかの立木

の占有面積内に含まれる完全閉鎖林分では，全立木

の平均占有面積の当量本数密度は，その林分のha

当り立木本数と一致する。プロット林分の平均占有

面杖は 4.09 ㎡であり,その当量本数密度は 2,445

.本/ha となる。また，占有面積の最大値は 12.00



㎡，最小値は1.00㎡を示し，各立木の当量本数密度は833~10,000本/haの広い範囲に及んでいる。

一般に一斉人工林では，幼齢期においで立木の大きさ，その配置状態とも比較的斉一であるが，生長にともなっ

て次第に立木間に個体差を生じ，また,枯損の発生などのために立木の配置も不規則化の方向をたどる。この結果，

立木の確保できる生育空間も不平等となり，優勢木は一層その占有面積を拡大し，相対的に劣勢木は，その占面積

の縮小を強いられることになる。占有面積をその当量本数密度に置き換えて考えれば，現実林分における単木の

占有面積の推移を，当量本数密度に相当する単位面杖当り立木本数からなる前2節の仮想林分の閉鎖過程に対応させ

ることができる。すなわち，占有面積の拡大は，立木本数の減少過程であり，逆に占有面積の縮小は，立木本数の

増加過程として表わされ，仮想林分で導いた立木の樹高対直径

の相対生長モテ'ルを，そのまま単木の占有面積を介してそれぞ

れに適用することができる。

プロット林分の樹高の範囲は,8.0m から 16.0m に及び，す

でに被圧による枯死木も発生しており，成林以来それぞれの文

木が，上述したような占有面積の拡大，縮小の過程を経てきた

ものである。この林分中の枯損木の生じていない１列にトラン

クセクトをとり，この面の樹冠断面を図－２.39 に示した。閉鎖

木の樹冠は，方向によって不規則に発達しており，その力枝も

疎開木のように明瞭な形態を呈していない。プロット林分につ

いては，藤森 14）（1975)による力枝の定義を参考にして，最大

の樹冠半径を形成している枝のうち若葉旦の多いものを選んで

力枝と判定した。その地上高を測竿を用いて測定し力枝高とし

た。とくにトランセクトの立木については，4 方向別に力技を

判定し，その地上高を平均して力枝高とした。図－２.39 にみら

れるように，力枝高のラインは樹高の高低にほぼ平行しており，



このラインから上方の樹冠層は，十分な太陽光を受けて呼吸量を上回る同化作用が営まれている葉層(藤森14)1975)

である。この樹冠層は，いわば林分の生産的空間層であり，前2節での仮想林分における立木の樹冠長部分に相当す

るものである。

仮想林分では,樹冠長と樹冠幅との間に疎開木と同等の相対生長関係が成立していることを前提に，与えられた占

有面積のもとで拡張できる樹冠幅をうっ閉比によって定めた。トランセクトの各立木について，それぞれの占有面

積が一定で推移してきたものとし，また，占有面積を方形で近似し，仮想林分と同様な樹冠の閉鎖モデルによって

求めた樹冠縦断面要素の値を表－２.7 に掲げた。また，これらの数値によって図－３.39 上にそれぞれの樹冠縦断面

を記入した。

モデルによる樹冠縦断面を実測値と比較してみると，閉鎖限時まで十分な余裕を残している優勢木ほど過少な傾向

が認められる。これは，閉鎖モデルで閉鎖開始時から限界時に至るまで樹冠幅が，直線的に拡張するとの仮定を

とっているからである。この点にやや不満は残るが，仮想林分を使って組み立てられた閉鎖モデルは.現実林分にお

ける樹冠の枯れ上がり現象を十分に説明しうるものと認められよう。

§ 2－3 において閉鎖木の枯死条件として，立木の物質経済の面から樹冠長比を採用した。筆者はいままでに，

過密なカラマツ人工林で多くの枯死木を観察してきたが，この経験によれば，被圧を受けて枯死寸前の状態の立木

は，樹冠長比が低下し，同時に着葉密度も低くなり遂に枯死に至るという経過が一般的な枯死過程である。こうし

た観点から，プロット内の立木に観察を加えた結果，表－２,8 に掲上した6 本の被圧木が近い将来に枯死するものと



判断された。これら6本の被圧木についての樹冠因子および最近5年間の直径生長量の測定値を表－２.8に示した。

いずれの被圧木もその樹冠長比は0.2以下に低下している。とくにNo.22以下の3本の被圧木は，着棄密度が極端に

低く，明らかに枯死寸前の状態に達している。このような測定結果は，筆者の他の過密林分での観察結果ともよく一

致する。また，最近の直径生長量からみても，樹冠長比が0.2 以下になると，ほとんど肥大生長を停止し，さら

に0.16前後に低下すると，その立木は枯死もしくは枯死状態に至るものと判断される。

（4）考察

閉鎖した林分で，各立木が優占的に利用している面積範囲をそれぞれの単木の占有面積の定義域とした。立木間

の樹冠拡張競争を考慮して，その定義域を画定する方法を提示した。一方，立木の大きさ，位置ともに斉一な仮想林分

における単木当り林地面積は，上の定義の占有面積にそのまま読み換えることができる。したがって，仮想林分



の閉鎖モデルは，そのまま現実林分の単木の閉鎖モデルとして適用することができる。このような観点から十分に

閉鎖の進んでいる現実林分の立木の樹冠縦断面と仮想林分で導いた閉鎖モデルによる樹冠縦断面を対比した結果，

ほぼ両者は一致し，閉鎖モデルを占有面積を介して単木の閉鎖過程に適用しうることを確かめることができた。

一斉人工林において，何んらかの原因によって生ずる生長の個体差は,立木間の生育空間の拡張競争の切っ掛けと

なり，林分の生育段階の進むにつれて，一層その立木間の優劣差は拡大する。このような過程を占有面積によって

みれば，優勢木はその占有面積を拡張し，劣勢木は逆に縮小する過程として表わされる。図－２.40 は,優勢木と劣

勢木が相隣接している場合を想定し，それぞれの占有面接の推移と，それにともなう閉鎖度の推移を示したもので

ある。この図から明らかなように，樹高生長の優劣にしたがって，両者の占有面積は次第にその差を拡大してゆく。

その結果，両者の閉鎖度に差を生じて，同一時間断面(同一年齢)において，劣勢木は優勢木よりも常に高い閉鎖

度で推移する。さらに，生育段階が進めば，劣勢木は閉鎖限界に達して枯死に至る。以後，枯死木の占有面積は，

優勢木に利用され閉鎖度の低下をもたらす。

上の例は，林分内の単木の閉鎖過程を占有面積を導入し閉鎖モデルによって説明したものである。このモデルの

適用範囲を林分内の全立木に広げれば，現実林分の閉鎖過程のモデル化が果される。すなわち，現実の閉鎖林分は，

樹高生長の優劣，立木の配置関係によって，それぞれ多様な閉鎖履歴をたどる立木の集団としてモデル化される。

以上の閉鎖モデルにおいて，占有面積の画定に競争因子を導入しなければ，図－２.40ｃに示したように，立木の生

長の優劣にかかわらず，いずれの時間断面においても，ほぼ同等の閉鎖度を示す結果となり，被圧による枯死木の

発生を説明できない。また，このような閉鎖度が一定の場合には，§2－4（3）で明らかにしたように，樹高対

直径の間に劣生長を表わすallometry式が成り立つことになる。プロット林分について，図－２.41にみられるように逆

に直径の優生長を示す関係が認められ，上の等閉鎖度の成立を否定している。

図－２.41 に掲げたプロット林分の樹高対直径の関係は,林分の樹高を推定するために利用される樹高曲線の変数

を入れ替えたものであり，一斉人工林で一般的

にみられる傾向にしたがっている。このような

傾向は，樹高生長の優劣にともなう閉鎖度の差

によってもたらされることを，図上の閉鎖度の

区分からうかがうことができる。

さらに，プロット林分の平均樹高と平均直径

の座標値を，無間伐の樹高対直径の相対生長モ

デルによる値と図－２.41 で比較してみると，プ

ロット林分の測点は，その平均占有面積の当量

本数密度に相当する本数密度階(2,500 本/ha)

の計算値のやや下位に位置する。すでに述べた

ように，プロット林分は，より高い本数密度の

閉鎖を経過してきている。この点を考慮すれば，

§ 2－3（3）で考察した理由によって，樹高

対直径の相対生長モテルの計算値は，プロット

林分についても妥当な値を示していると認めら

れる。



§ 2－6林分樹高の生長モデル

一斉人工林で単木の占める占有面積は，それぞれの樹高の優劣によって定まることを明らかにしたが，この占有

面積を求めるには，林分の生長過程における単木ごとの樹高生長を知る必要がある。樹高生長は，幹の梢端部の伸

長によるものであり，端部が隣接木の樹冠によって覆われない限り，その影響を受けないものと考えられる。こ

の現象は，林分の優勢木の樹高生長が，立木密度の影響を受けないという定説によって裏付けされている。したがっ

て，樹高生長は直径生長と異なり，その生長差をもたらす要因を捜し出し，それとの因果関係を決定論的に求める

ことは難しい。そこで，ここでは，樹高生長の個体差を不確定的な個体変動として取り扱い，単木ごとの樹高生長

を実現するシミュレーション・モデルを構成することにした。

（1）樹高分布の推移

一斉人工林では，植栽時にほぼ同一規格の苗木が植え付けられるが，植付けの精粗や部分的な土壌条件の違い，

または林床植生との競合，その他の原因によって単木の生長に優劣が生じる。小木39）(1973)は，閉鎖に至るまでの

カラマツ人工林の樹高を，5，7，9，12年生時に継続して毎木測定を行い，この期間の樹高分布の推移を明らかに

している。この調査結果によると，樹高分布は各調査時点を通じて正規分布型で推移し，林分の生長にともなって

その幅を広げる。また，単木間の樹高順位は，大きく変化することなく初期の劣勢木は枯損するか，または被圧木

となることが明らかにされている。

図－２.42に示した樹高分布の推移は，筆者ら32）(1974)の調査による北海道中央部に位置する狩勝峠旧鉄道防雪

林の例である。このカラマツ人工林は，1921年に約5.000本/haの密度で植栽され.以後防雪効果を維持するため



保育間伐はほとんどなされていない林分である。しかし,調査時の1972年に立木本数は558本/haまで減少してお

り，野鼠による食害，風倒害および雪害などを受けて本数減少を経過してきた林分と推定される。この林分中に40

× 40mの方形区を定め，その区内の全立木を伐倒し簡易な樹幹解析(幹の下部は4mの丸太3本を採材した元口で，

それ以上の地上高は2m間隔で円板を採取して測定した)に供し，各年階の樹高を求めた。図－２,42は，この測定

値によったものである。

この調査林分の樹高分布は，壮齢期まで正規分布型をとりながら，次第にその幅を広げてきている。後期に至り，

一部の立木の樹高生長が衰えて，上層から下層に荏脱する傾向が現われてくる。その結果，樹高分布はゆがみを生

じて，次第にすそを広げてきている。これらの劣勢木を除けば，その樹高分布は，全生育段階を通じてほぼ正規分

布型を保って推移してきている。

ここで，常に十分な樹幹距離が保たれていて，立木の梢端部が，隣接木の樹冠によって被圧されず，また被害に

よる生育阻害を受けることなく樹高生長を遂げてきた林分を考えてみる。このような理想的な林分における立木の

樹高は，もっぱら林地の地位に応じた生長を遂げることになり，立木間の生長の優劣差は，個体の表現型変動によっ

てもたらされることになる。このような

立木から成る林分の平均樹高は，その樹

種に対する林地の潜在的生産力を示す値

とみなされ，純粋に林地の地位を測る尺

度となるべき樹高である。ここでは，上

の理想的な林分を構成する立木を上層

木，また，その樹高を上層木樹高と定め，

その平均樹高を上層木平均樹高と呼ぶこ

とにする。

上のような理想的な林分に対して，現

実林分においては，旧鉄道防雪林の例で

みられたように，生長の過程で，逐次被

圧または被害による生長阻害を受ける立

木が発生し，これらの立木は次第に上層

群から薩脱し下局木となる。この結果，

林分の生長にともなって樹高分布の幅が

拡大してゆくものと考えられる。このよ

うな現実林分の樹高生長過程をモデル化

するには，第1 段階で，林分樹高の内因

的な生長法則ともいうべき上層木の樹高

生長をモデル化し，次の段階で，被圧ま

たは被害などの外因作用による下層木の

発生機構を組み込んでゆくという手順が

現実現象に適した方法であろう。以上の

ような観点から，まずここでは，上層木

を対象にして，その樹高生長のモデル化



を図ることにした。

上記した旧鉄道防雪林の伐倒区と同じ林分内楓衝や冠雪などによる被害を受けた形跡の認められない13 本の

隣接木群を選んで，これらを伐倒して樹幹解析を行った。この樹幹解析によって求めた立木群の樹高生長の推移を

図－２.43に示した。この図で認められるように，No.1の立木は各年階を通じて,常に最大の樹高を保ち続ける。これ

とは逆にNo.13の立木は，初期から劣勢で次第にその傾向を強め，後半期に至って急激に生長が衰えて他の立木群か

ら雑説している。この立木の梢端部は，調査時点においては隣接木の樹冠に覆われており，完全な被圧状態にあっ

た。その他の11本の立木は，生長の途中で樹高の順位が入れ替りながら次第に樹高に優劣差を生じてきている。

また，これら13本の立木の連年樹高生長量を

   ここで， tiH はNo.i 立木のt 年における連年樹高生長量， tH はNo.13立木を除く立木群のt 年における

連年樹高生長量の平均値， tH は同じくt年における連年樹高生長量の標準偏差

によって標準化し，その度数分布を図－２.44 に

示した。劣勢なNo.13 立木は分布の左側に偏よ

るが，その他の立木は標準偏差の 2.5 倍の範囲

内に分布し，ほぼ正規分布型をなしている。

以上のような樹高生長の経過からみて，No.13

以外の立木は，生長阻害を受けることなく樹高

生長を遂げてきた立木と判断される。すなわち，

12 本の立木群は，前で規定した上層木樹高の条

件をほぼ満足するものとみることができる。

筆者 30）(1968)は以前に，ある年齢の立木の

樹高は，それまでの連年樹高生長量の累積和で

あるという点に着目し，トドマツ人工林の樹高

分布の推移に分析を加えた。ここでも同様な視

点から，上で選んだ上層木の樹高分布の推移に

検討を加えてみる。

いま，ｎ年生に達した上層木平均樹高を nH とすると，

   ここで，tは年齢， oH は植栽時の平均樹高， nH はt年における上層木樹高の平均連年生長量

で示される。すなわち，ｎ年生の林分の樹高は，それまでの連年樹高生長量の和である。ここで，各年齢の連年樹

高生長量を確率変数とみなせば，n年生の林分の上層木樹高の分散は，



   ここで， 2
H t ， 2

tH はそれぞれt年における総樹高および連年樹高生長量の分散， tt  1H はt－1年

   (期首)の総樹高とt年の連年樹高生長量との相関係数

で与えられる。(2.79)式で明らかなように，各年齢における連年樹高生長丘がそれぞれの年齢間に独立であれば，

ｎ年における樹高分散は，n 年までの連年樹高生長量の分散の和となる。また，非独立であれば，最後の式から期

首の樹高と，その期間の連年樹高生長量との相関性に起因する項が加わる。

上で選定した上層木群の樹高分散は，図－2.45に示したように推移する。同じ図上に，各年齢間の連年樹高生長

量が相互に独立と仮定した場合の樹高分散を求めその推移を記入した。明らかに実際の樹高分散は，この仮定した

分散よりも大きく，年齢の進むにし

たがって次第にその差が開いてゆ

く。すなわち,期首の樹高と連年樹

高生長量とは正の相関関係を保って

推移することを示している。実際に

tt  1H の値を算出し図－2.46

に示した。この図から明らかなよう

に， tt  1H は全生長期間を通じ

て正の値をとり，かなりの振幅の不規

則変動をともないながら周期変動をす

る傾向を読みとることができる。しか

し，この 1 例でみられる tt  1H



の推移傾向をもって一般的な傾向と

断定するほどの生慈学的理由は見当

らない。そこでここでは，図－2.46

で認められる
tt 1

 平均的な

値である 0.3 を上唐木柑高群の示す

tt 1
 の値であると仮定しておく。

次に，同じ上層木群の連年樹高生

長量の変動係数を求め，その推移を

図－2.47 によって示した。この例で

は，10%から 35%の範囲内の不規則

変動をともないながら年齢とともに

大きくなる傾向がみられる。しかし，

このような変動係数の推移傾向も，
tt 1

 の場合と同様に，単に1例の結果をもって一般的な傾向として認めるだ

けの理由を求めることは難しい。そこでこの場合も，図－2.47上での判断から，上層木群の連年樹高生長量の変動係

数は，平均的に20%であり生長が衰える高齢期には，やや大きくなる傾向をたどるというごく粗い推定をくだすにとど

めておく。

以上の上層木群の樹高分散の推移の分析によって，推定された
tt 1

 と連年樹高生長量の変動係数の値をパ

ラメターとして用いれば，帰納的に上層木樹高の分布範囲を定めることができる。すなわち，

   ここで，  tV.C は上層木群の連年樹高生長量の変動係数

と定めれば，上層木群の樹高分散の推移は(2.79)式から

   ここで， tH は上層木群の平均連年樹高生長量

で与えられる。ここで、年齢ごとの上層木平均樹高が与えられれば，これに応ずる樹高分散の推移を上の漸化式に

よって順次求めることができる。上層木平均樹高は，林分の地位と年齢によって定まるものであるが，いま上例の

上層木群の平均樹高が与えられたものとして(2,81)式によって求めた上層木の樹高分散の推移を図－2.45 上に示

した。

図－2.45で認められるように，(2.81)式による樹高分散の計算値は，30年生以降で実測分散を下回る。この傾

向は(2.81)式で 30 年生以降の連年生長号の変動係数がやや過小に見込まれているためで,次のシミュレーション

の実行の際にこれに対する考慮が払われる。

（2）上層木樹高生長のシミュレーション

上層木の連年樹高生長量が正規分布にしたがうものとすると，前項で検討を加えた樹高分布の推移傾向から，単

木の連年樹高生長量を期首の樹高に対する回帰式

   ここで tH はt 年における上目木樹高の平均連生長量， 1H t はｔ－1年の上層木平均樹高， t はt 年に

おける単木の連年樹高生長量， 1t はｔ－1 年の単木樹高， tεは平均値 0，分散  2
H

2
H t1-t

1    t の正規





   分布にしたがう互に独立な確率変数

によってモデル化することができる。これから，t年における単木の樹高は

で与えられる。

前項の樹高分散の推移を与える(2,81)式と，上の(2.82)および(2.83)式を順次年齢を追って適用すること

によって，与えられた上層木の平均樹高に応ずる上層木群の樹高生長をシミュレートすることができる。このシミュ

レーション(GROWH')は，図－2.48に示した手順で実行される。

（3）地位指数曲線の構成

前項のGROWH'によって上層木群の樹高生長のシミュレーションを実行するには，地位に応ヒた上層木平均樹

高の生長曲纏を与えなければならない。このために，地位ごとに林分の上層木平均樹高対年齢の関係を示す上層木

平均樹高曲線を作成した。

上層木は，本節（1）項定めたように，樹高が被圧または被害による生長阻害を受けることなく，もっぱら林地の地

位に応じて生長を遂げる立木である。したがって上層木群の平均樹高は，林分構造に関係なく年齢と地位によって

定まる性質のものである。これに対して現実林分では，立木密度によって被圧木の発生の程度が左右され，また間

伐によって林分の樹高分布が変化する。そのために同一地位の林分でも上層林冠を構成する立木の樹高範囲の異な

る場合が生ずる。一般的には林分の生長にともなって，その平均樹高は上位に移動するものと考えられる。地位ご

との上層木平均樹高曲線を作成する資料は.現実林分の測定によって求めなければならない。その場合に以上の点を

考慮して，資料林分については完全な被圧木または被害によって劣勢化した立木を除き残りの立木の平均樹高算出

し，これを上層木平均樹高とみなすことにした。

ここで用いた貸料林分は，1969年に北海道林務部が実施した人工林のサンプリング調査で収集されたカラマツ人工

林の302プロットである。プロットごとに上の基準によって上層木平均樹高を求めた。これらのプロットの上層木平

均樹高の年魚に対する散布状態お

よびその標準偏差は，それぞれ

図－2.49 および図－2.50 に示し

たとおりであった。また，図－2

49 の年齢に対する樹高の平均曲

線にMITSCHERLICH式を当てはめ

た結果

がえられた。この( 2 . 8 4 )式をガ

イドカーブとし，図－2.50 の標準偏

差の平滑値を用い西沢 64）(1963)

の提示した地位指数曲線の作成法

によって 30 年を基準年齢とする

上層木平均樹高曲線(図－2 . 5 1 )

を作成した。

一般にカラマツ人工林に対して



は，主に下層餓が行われる。そのた

め樹高の上層を占める優勢木は，間伐

によって伐採される機会が少なく，伐

期まで残される可能性が高い。真

辺 47）(1971)は，この点に着目して英

国式の上層高を地位の尺度とすること

を提案している。すなわち，樹高の上

位の立木から順に ha 当り 250 本に相

当する本数をとり，その平均樹高を

もって林分の上層高とする方法であ

る。この上層高は，立木密度による影響

も少なく合理的な地位の尺度といえる。

上層木樹高の正規分布性から，上述

の上位樹高木による上層高を上層木平

均樹高から次式によって求めることが

できる。

ttut   …（2.85）

ここで， ut はt 年における上層高，

tは同じく上層木平均樹高，
tH は

同じく上層木樹高の標準偏差，αは植

栽本数によって定まる係数

英国の国定試験地調査方法書注）では，

現存本数を基準とするαの値を用いて

いるが，ここでは上目木の意味から植

栽本数を基準とするαの値を採用した。

上位樹高木として ha 当り 250 本をと

る場合の植栽本数に見合うαの値を

表－2.9に示した。

図－2.52 は，2,500 本/ha の植栽本数の場合について上層木平均樹高曲線に対応する上層高の曲線を示したも

のである。この曲線は植栽本数によって異なるものであるが，実用上はカラマツ人工林の標準的な植栽本数である

2,500本/haの場合について作成しておけば，慣用の地位指数曲線と同様に利用することができよう。なお，この場

合に基準年齢30 年生における各上層高曲線の値を整数値で表わし，これらの値を地位指数,また図－2.52 の上

注） 英国における固定試験地調査方法書（邦訳林業試験場経営部森林測定研究資料1960）



層高の曲線を単に地位指数曲線と呼ぶことにした。

上の 2 種の樹高曲緯は,著者の作成したコン

ピューター・プログラム(SITE INDEX CURVES)

によって計算させたものである。なお，このプログ

ラムは，30 年生までは1 年ごとに，それ以降は5 年

間隔で計算を行うように組まれている。これは,先

の12 本の上層木にみられた生長の後半期における

連年樹高生長量の変動係数の拡大傾向を見込むため

と，同時に後の林分生長のシミュレーションの計算

時間を短縮するためである。表－2.10は，このプログ

ラムによって出力された地位指数ごとの上層木平均

樹高と上層高の1例を掲げたものである。

以上で構成した2種の樹高曲線を利用して，林分の

地位に応ずる上層木平均樹高を求めることができ

る。すなわち，上の曲線構成の手順とは逆に，図－

2.52 の地位指数曲線を介して，与えら

れた林分の地位に対応する上層木平均掛

高曲線を選ぶことができる。

表－2.10 の地位指数24，20 および16

の上層木平均樹高を GROWH'に入力

してやり，このシミュレーションで実

現された各年階の樹高分散とその分布

をそれぞれ図－2.53 および図－2.54

に示した。図－2.53 には,既往の試験

林および施業林分で測定された樹高分

散の値をプロットした。上層木のみを

対象とした GROWH'の結果は，直接





これらの値とは比較できないが，実測値の範囲内を推移しており，妥当な結果がえられたものと判断される。

（4）まとめ

林分の樹高生長は，立木密度による影響を受けることが少なく，林地の地位を測る好適な尺度とされている。も

し，立木が被圧や被害による生長阻害を受けなければ，もっぱらこの林地の地位に応じた樹高生長を遂げることに

なる。ここでは，このような理想的な立木を上層木と呼び，林分の1次的な樹高生長として上層木からなる林分の樹

高生長のモデル化を図った。

60年生に達した現実林分から,上層木の条件に適合した樹高生長を遂げてきたと認められる12本の立木群を選び，

樹幹解析を行ってその樹高生長の推移を分析した。この上層木の連年樹高生長量の変動係激は，年々 かなりの不規

則変動をともなうが，ほぼ20%前後で推移するものと推定された。すなわち，この値は立木の樹高が外因的な生長阻

害を受けない場合の連年生長量の変動の大きさとみなされるものである。

もし，連年樹高生長量が，年齢ごとに独立であれば，樹高分散はそれまで経過してきた連年樹高生長量の分散の

和と一致する。12 本の上弓木の樹高分散は,この仮定に反して林分の生育段階の進むにつれて大きくなる傾向で推

移してきている。この分散の拡大傾向は，上層木の期首の樹高と連年樹高生長量との相関係数
tt  1－

 に起因し

ていることが確かめられた。KOZLOWSKI41）(1962)は立木の樹高生長が，直前の生長期に体内に蓄積された炭水

化物の多寡によって影響されることを明らかにしている。相関係数
tt  1－

 は，このような樹高生長の生理的特性の

数値的表示ともみなされよう。12本の上層木
tt  1－

 のは，全生長期間を通じて正の値を示し，年々 不規則的な

変動をともなって推移するが，その平均的な値は0.3と推定された。

以上の分析結果をよりどころとし，単木の樹高生長量を期首の樹高の回帰式で表わす統計的モデルを構成し，こ

れによって上層木の樹高生長を実現させるシミュレーション・プログラムGROWH'を組んだ。

さらに，林分の上層高から地位指数を判定し,それぞれに対応する上層木平均樹高を求める方法を提示した。この結

果,対象林分の地位に応じた上層木平均樹高を選択し,これをGROWH'に入力してやり,上層木の樹高生長を実現

させる一連のシステムが構成できた。

本節で求めたモデルは，理想的な条件のもとで期待される林分の樹高生長を対象にしたもので，いわば1次的なモ

デルである。これを現実林分の樹高生長に対応できるものにするには，さらにこのモテルに.被圧による樹高生長の

劣勢化の機構を組み込むことが必要である。この点に関しては，次章での林分生長のシミュレーションの実行段階

で考慮される。


